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ブルガリア月報【２０２０年１０月】 

令和２年１１月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【内政・社会】 

・１０月の世論調査結果：政府支持率２１％、大統領支持率４８％、与党ＧＥＲＢ支持率２４．１％、野党社

会党支持率：２３．６％。 

【外 政】 

・８日、欧州議会がブルガリアの法の支配等に関し決議 

・７日、米との軍事協力に係るロードマップの署名 

・９日、ブルガリア・北マケドニア外相会談 

・１２日、ザハリエヴァ外相のＥＵ外相理事会への参加 

【経 済】 

・ムーディーズ、ブルガリアの格付け引き上げ 

・新規原子力発電所の開発決定 

・米国との５Ｇセキュリティに関する共同宣言を発表 

この月報はブルガリア各種メディアの報道ととりまとめたものであり、在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではありません。

内政・社会 

◆少数民族保護枠組条約に係る欧州評議会諮

問委員会意見書 

少数民族保護枠組条約に係る欧州評議会諮

問委員会は、差別禁止法の推進やロマ児童へ

の教育の促進、宗教的権利の支援を通じて、ブ

ルガリアが同条約の実施を進展させたと新たな

意見書の中で表明した。 

一方で、同諮問委員会は、文化やメディア、政

治参加等の分野において、少数民族に属する

人々に特定の権利を付与する包括的な法的枠

組みが存在しないことに留意している。 

 

統計 

◆「TREND」による世論調査結果 

１９日、世論調査会社「TREND」による最新の

世論調査結果が公表された（調査期間：１０月３

日～１０月１０日、括弧内は９月の数字）。 

各機関に対する評価 

（１） 国民議会 

 支持  １４％（１３％） 

 不支持 ７５％（７５％） 

（２） 政府 

 支持  ２１％（２１％） 

 不支持 ６８％（６９％） 

（３） 大統領 

 支持  ４８％（４６％） 

 不支持 ３９％（１６％） 

（４） 警察 

 支持  ４３％ 

 不支持 ４５％ 

２０２１年の総選挙において投票する政党（５

党が議会入りの見込み） 

GERB             ２４．１％（２３．８％） 

社会党（BSP）        ２３．６％（２３．４％） 

There Is Such a People  １５．９％（１５．９％） 

自由と権利のための運動１０．２％（１０．４％） 

民主的ブルガリア(DB)     ８．８％（９．９％） 

マノロヴァ前オンブズマンの 

グループ（政党登録無し）    ３．９％（４％） 

 統一愛国者           ３．８％（３．９％） 

コロナウイルスのとらえ方 
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ア コロナウイルスによる感染拡大 

 収まりつつある    １５％（３４％） 

 感染拡大が継続する ６６％（４８％） 

イ より厳しい措置の復活が必要か 

 必要  ３４％（２５％） 

 不要  ５０％（６０％） 

 

外交 

１． ブルガリア・ＥＵ関係 

◆ブルガリアの法の支配等に関する決議 

１日、欧州議会市民の自由・司法・内務（ＬＩＢ

Ｅ）委員会は、ブルガリアの法の支配及び基本

的権利に関する決議案を承認した。 

欧州議会議員は、検討されている憲法改正案

や選挙法の変更案、連立与党による立法案の

早急な採択、高職の汚職に関する捜査での確

固たる実績の欠如、マイノリティに対するヘイト

スピーチ等を含むブルガリアの一連の情勢に

懸念を表明した。 

８日、欧州議会において、同決議案が可決さ

れた（６９１名の欧州議会議員により賛成３５８、

反対２７７、棄権５６）。なお、同決議は法的拘束

力を有しない。 

同決議の採択は、ブルガリアに様々な反応を

引き起こし、与党側は、同決議を取るに足らな

いものとして撥ねつけ、一方、野党側は、連立

政権の政党に大きな打撃を与えたと見做した 

 

◆ボリソフ首相のトゥスク欧州人民党（ＥＰＰ）党

首との会談 

２日、ベルギー訪問中のボリソフ首相は、トゥ

スク欧州人民党（ＥＰＰ）党首と会談を行った。 

トゥスクＥＰＰ党首は、「ボリソフ首相は我々か

らの支持を得ている。総選挙は、全ての国民が

意見を表明するための方法である」と述べた。 

両者は、ブルガリアの現政権が国内及び西バ

ルカン諸国の欧州統合の両方で重要な成果を

挙げており、また、ブルガリア政府の政策が同

国の持続可能な発展を保証するものであること

に同意した。 

 

２． ブルガリア・米関係 

◆軍事協力ロードマップの署名 

７日、訪米中のカラカチャノフ副首相兼国防大

臣は、エスパー国防長官と今後１０年間の軍事

協力に係るロードマップに署名した。 

ロードマップは、２０３０年末までの協力の目的

及び優先事項の概要を示しており、それには、

ＮＡＴＯの能力目標と国の優先事項に沿って、

安全保障の分野で米国との協力を実施すること

や黒海地域における海・空域における外部の

脅威の抑止及び対抗のために協力することが

含まれる。 

 

◆ラデフ大統領とボイス国務次官補代理の電

話会談 

２８日、ラデフ大統領は、ボイス国務次官補代

理（欧州・ユーラシア担当）と電話会談を行っ

た。 

両者は、全ての参加国が三海域イニシアティ

ブ投資基金に参加することが重要であることに

同意し、また、ギリシャとキプロスをパートナー

として誘致することについて協議した。 

 

３． ブルガリア・北マケドニア関係 

◆オスマニ北マケドニア外相のブルガリア訪問 

９日、ブルガリア訪問中のオスマニ北マケドニ

ア外相は、ボリソフ首相及びザハリエヴァ副首

相兼外相と会談を行った。 

ボリソフ首相は、「北マケドニアがブルガリア

の後ろ盾を得て、ＥＵ加盟に向けて前進するこ

とに期待する。他の多くの国々が行ったように、

必要な妥協がなされなければならない」と述べ

た。 

ザハリエヴァ外相は、「ブルガリアは、北マケド

ニアのＥＵ加盟を常に支持している。ＥＵ加盟は

一朝一夕では為らず、改革が必要であり、当事

国の実績及び確立された基準の厳格な実施に

依る」と述べた。 
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◆歴史問題に係るザハリエヴァ外相発言 

２８日、ザハリエヴァ外相は、現在提示されて

いる形式での北マケドニアとの交渉の枠組みを

ブルガリアが承認することはできないと述べた。

同外相は、同交渉の枠組みが１１月１０日に予

定されているＥＵの総務理事会の議題であるこ

とを想起した。 

同外相は、「２０１７年のブルガリア・北マケドニ

ア間の善隣友好条約には、両国が厳密に履行

することを条件に必要な全ての保証が含まれて

いるが、ブルガリアは、同条件が満たされてい

ないと評価している」と述べた。 

 

４． その他 

◆ザハリエヴァ外相のＥＵ外相理事会参加 

１２日、ルクセンブルク訪問中のザハリエヴァ

外相は、昨今の情勢に焦点を当てたＥＵ外相理

事会に参加し、セルビア・コソボ間の対話及びＥ

Ｕ・ロシア関係に関する問題につき協議した。 

・ザハリエヴァ外相は、対話の欠如が地域全体

を不安定化させたため、コソボとセルビアが永

続的な結果を達成するための責任を示すべき

であると述べた。 

同理事会の会期中、ザハリエヴァ外相は、マ

ース独外相とデンディアス・ギリシャ外相とそれ

ぞれ二国間会談を行い、欧州及び地域の様々

な問題につき協議した。 

 

◆ボリソフ首相のキク・モルドバ首相との電話

会談 

１３日、ボリソフ首相は、キク・モルドバ首相と

電話会談を行った。 

ボリソフ首相は「モルドバは、ＥＵの東方近隣

諸国に対する政策において重要な位置を占め

ている」と指摘し、二国間対話が活発化すること

に期待すると述べた。 

 

◆ラデフ大統領のギリシャ訪問 

１４日、ギリシャ訪問中のラデフ大統領は、サ

ケラロプル大統領及びミツォタキス首相とそれ

ぞれ会談を行った。 

サケラロプル大統領との会談で、ラデフ大統

領は、「ブルガリアとギリシャは安定の軸である

だけでなく、バルカン諸国が平和、善隣友好、

実りある協力を達成できるという希望の実例で

あり源泉である」と述べた。 

また、ラデフ大統領は、ミツォタキス首相とも会

談を行い、二国間の戦略的パートナーシップの

発展及び安全保障分野における相互投資と協

力の促進の見通しにつき協議した。 

 

◆ザハリエヴァ外相のＯＥＣＤ閣僚理事会参加 

２９日、ザハリエヴァ外相は、新型コロナ禍か

らの経済回復を議題とするＯＥＣＤの２０２０年

度閣僚理事会のビデオ会議に参加した。 

ザハリエヴァ外相は、「ブルガリアは、加盟交

渉を開始する準備ができており、また、主要な

分野でＯＥＣＤの多くの法的文書に参加しており、

来年にはＯＥＣＤの原子力機関の正会員となる

予定である」と述べた。 

 

◆ボリソフ首相の非公式の欧州理事会ビデオ

会議の参加 

３０日、ボリソフ首相は、新型コロナウイルスに

焦点を当てた非公式の欧州理事会のビデオ会

議に参加し、新型コロナウイルスの課題に対し、

ＥＵ加盟国が一致団結する努力を継続すべきと

のブルガリアの立場を再確認した。 
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経済 

１．マクロ経済 

◆ムーディーズによるブルガリアの格付け引き

上げ 

９日、財務省は、ムーディーズ・インベスター

ズ・サービス社がブルガリア政府の外貨建て無

担保長期発行体の格付けを Baa2 から Baa1 に

格上げし、見通しを「ポジティブ」から「安定的」

に変更したと発表した。同時に、同社はブルガ

リアのシニア無担保ＭＴＮ（Medium Term Note)

プログラムの格付けを(P)Baa2 から(P)Baa1 に

格上げした。 

同社がブルガリアの格付けを Baa1 に引き上

げた要因として、ユーロ圏加盟の重要な局面に

入ったことによる制度的能力と政策立案、外貨

債務リスクへのエクスポージャーの減少、パン

デミック・ショック後の前向きな財政・債務ダイナ

ミクスが政府の強固なバランスシートを維持す

るとの期待がある。 

「安定的」な見通しは、不利なシナリオの下で

も財政力指標が回復力を維持するとのムーディ

ーズの予想を反映しており、Baa1 格付けの他

国の中間値を上回っている。「安定的」な見通し

はまた、ブルガリアの経済・制度的枠組みが改

善している本質的な強みと、中期的な潜在的成

長に及ぼす人口動態の悪影響に関する主要な

信用的課題、汚職との戦い、司法の独立性、及

び法の支配における継続的な課題が相殺され

た。 

ブルガリアの長期現地通貨建債券と預金のシ

ーリングがＡ３からＡ１に、長期外貨建債券のシ

ーリングはＡ３からＡ１へ、長期外貨預金のシー

リングは Baa2 から Baa1 に引き上げられた。

最後に、短期外貨建債券は Prime-２から

Prime-１に引き上げられたが、短期外貨預金の

シーリングはこの影響を受けずに Prime-２のま

まだった。 

同社によれば、ブルガリアはいくつかの政策

分野でのコミットメントを完了後、７月に欧州為

替相場メカニズム（ＥＲＭ２）に参加しており、こ

れによりユーロ圏への加盟を目指すブルガリア

の野心の信頼性が証明された。同社は、ユーロ

圏への加盟には持続可能な経済収斂と銀行連

合への参加準備の両方が必要であるため、ブ

ルガリアには今後も健全な経済・金融政策の追

求を期待していると述べた。新型コロナウイル

ス感染症拡大の悪影響にもかかわらず、ブル

ガリアの財政信用力は、４年間の構造的な成長

の後も堅調に推移している。同社によれば、ブ

ルガリアの財政黒字は、債務残高の対ＧＤＰ比

率が２０．４％とＥＵで 2 番目に低い結果となっ

た。同社は、ブルガリアの経済は今年３．５％縮

小し、２０２１年には２．７％跳ね返ると予測して

いる。政府債務は今年にＧＤＰの２３．９％、２０

２１年には２４．２％に増加すると予測されてい

るが、債務の余裕度は変わらないだろうと述べ

た。 

「安定的」な見通しは、ブルガリアの経済的・制

度的枠組みの改善と、人口動態の悪化による

マイナスの影響とが相殺されており、また汚職

との戦いや司法の独立性、法の支配における

改革が引き続き必要とされている。「安定的」な

見通しは、ブルガリアの次期政権がユーロ圏へ

の加盟に引き続きコミットすることも前提として

いる。同社は、行政機関や司法の質の根本的

な改善、あるいはより良いインフラや生活水準・

制度水準の向上に向けた明確かつ持続的な収

束への道筋があれば、見通しは改善され、信用

度の格上げにつながる可能性があるとしている。

逆に、これらが悪化した場合には、格付けに下

押し圧力がかかる可能性がある。 

 

２．経済政策、産業 

（1）エネルギー 

◆産業用消費者の電力市場自由化 

１日より、ブルガリアの全ての非家庭消費者は、

自由に交渉した価格で電力を購入しなければ

ならない。これまでは、高圧・中圧電力に接続し
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ている大規模な非家庭向けにのみ義務づけら

れていたが、１０月１日以降は全ての非家庭消

費者は自由交渉価格での購入が義務付けられ

た。 

自由電力市場への切り替えが必要な企業は

約１０万社と推定されている。２０２０年９月１０

日までにこれらの企業は、自由電力市場への

参加に関連し、９月末までに電力供給者を選ぶ

ことになっていた。９月末時点において、企業が

選択できる認可業者は４９社である。 

約２０％の企業が既に電力供給者を選択して

おり、残りの企業は今後９か月で電力供給者を

選択する必要がある。それまでに供給者の選

択を控えていた企業は、自由市場からも電力を

得ることになるが、ＣＥＺ、ＥＶＮ、Energo Pro と

いった国内の電力販売会社を通じて、標準契約

に基づき電力を得ることになる。標準契約は、２

０２０年１０月１日から２０２１年６月３０日まで有

効であり、顧客はいつでも解約が可能である。 

エネルギー省は、２０２１年７月までの「猶予期

間」を利用し、電力事業者を選定するよう各社

に助言している。スタンコフ・エネルギー副大臣

は、さもなければ来年７月１日の期間満了後に

最終的な供給者から電気を供給してもらうこと

になるが、最終的な電力供給会社はより高い価

格を提示していると警告した。これらの価格は、

自由市場で実現可能な価格の２倍にもなる可

能性がある。 

一般世帯消費者は当分の間、規制市場にとど

まる。エネルギー省の計画によると、自由市場

から電力の購入を開始する期限は２０２１年７

月１日である。しかし、それまでにエネルギー貧

困の問題がどのように扱われるのか、また、こ

れまでの公的供給者である公営電力公社（ＮＥ

Ｋ）がどのようになるのか明らかにされなけれ

ばならない。 

２０２１年１月１日からエネルギー水規制委員

会（ＥＷＲＣ）全事業者の価格を比較するための

オンライン・プラットフォームを立ち上げる予定

であり、より大きな動きが見られると予想されて

いる。市場の再分配がどのようなものになるの

か、また、全ての企業の自由市場への統合が

料金にどのような影響を与えるのかはまだ明ら

かではない。 

全体的に、電力市場の自由化を含む改革は

遅れている。エネルギーの専門家による最近

の分析によれば、欧州委員会が ２０２１年７月

１日から卸電力市場改革を実施することを約束

したこと（これには ＮＥＫが別の市場モデルに

基づいて規制市場でのエネルギー販売を開始

することも含まれている）が、電力の値上がりへ

の圧力を生み出すとの見解を示している。一方

で、中小企業が規制市場から自由市場への移

行過程が進行することで、市場の乱高下が発

生すると予測されている。これにより、産業用消

費者と小規模な非家庭消費者の不満が生じる

であろう。また、２０２２年には一般消費者も自

由市場に移行しなければならないが、準備不足

と期限の短さがそのプロセスを再び危うくする

可能性がある。不満を抱える家庭及び産業用

消費者と、国家支援のための資源が枯渇した

国有企業という２つの負のトレンドが複合的に

発生する危険性がある。さらに、エネルギー貧

困に関する政府の政策は十分でない。これは、

エネルギー市場の自由化を成功させ、この市場

を地域市場に統合し、外国からの投資に有利な

条件を作り出すための大きな障害になっている

と考えられている。 

 

◆ブルガリア・セルビア・ガスインターコネクタ

ーへのＥＵ基金拠出 

１日、ＥＵ加盟国は主要なエネルギープロジェ

クトに約１０億ユーロを投資するという欧州委員

会の提案を承認し、そのうち２億８００万ユーロ

がブルガリア・セルビア・ガスインターコネクター

のブルガリア部分に拠出される。資金は、ＥＵ基

金の「コネクティング・ヨーロッパ・ファシリティ（Ｃ

ＥＦ）」及び「イノベーション・競争力」運用プログ

ラム（ＯＰＩＣ）から拠出される。なお、商業運転

開始目標は２０２２年である。 
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「コネクティング・ヨーロッパ・ファシリティ（ＣＥ

Ｆ）」は、ガスプロジェクトに唯一資金を拠出出来

る枠組みであり、ブルガルトランスガス（ＢＴＧ）

の常務取締役によれば、資金は納入と建設に

充てられる由。欧州委員会の決定を受け、受益

者であるＢＴＧとイノベーション・ネットワーク執

行機関との間で助成金契約が締結される予定

である。今回の資金提供の理由には、南東欧

におけるガスのルート・供給源の多様化に向け

た本プロジェクトの重要性にある。本プロジェク

トは、年間１．８ｂｃｍの容量を持つパイプライン

の逆流容量の確保を目的としたもので、ノヴィ・

イスカル（ブルガリア）からニシュ（セルビア）ま

での長さは１７０ｋｍ。ブルガリア側の長さは６２

ｋｍ。 

「イノベーション・競争力」運用プログラム（ＯＰＩ

Ｃ）に関し、９月３０日、ＯＰＩＣの管理当局は、プ

ロジェクトの準備段階の建設許可証発行までの

間、５５０万ユーロの資金を拠出することを承認

した。１０月６日には、ＢＴＧとＯＰＩＣ管理当局と

の間で合意書に署名する予定である。ＯＰＩＣか

らの財政支援は、現地考古学調査の完了、空

間開発計画の修正・調整・承認、投資プロジェク

トの開発・承認、技術設計の適合性の評価等の

建設許可が下りるまでの準備活動を完了させる

ことを目的としている。１０月１日、約３７０万レ

ヴァの価値があるプロジェクトがエネルギー省

からＢＴＧへの移転することへの合意により、本

プロジェクトの実施を継続することができるよう

になる。これにより、建設許可を取得するため、

プロジェクトの文書の更新が最初に行われる。 

プロジェクトの設計修正に選定された会社

「Chimcomplect」と契約が締結され、同社が獲

得した契約は４９万レヴァであり、技術設計後、

建設請負業者を選定する入札が発表される。プ

ロジェクトの推定価格は１億５３００万レヴァだ

が、プロジェクト全体の実際の価値は技術設計

の準備後に明らかになる。約５６００万レヴァが

ＣＥＦからの拠出となるが、残額はＢＴＧからの

拠出となる。 

 

◆バイオ経済の可能性 

世界自然保護基金（ＷＷＦ）他がブルガリアに

おけるバイオ経済の発展の可能性について報

告書を発表した。 

ＷＷＦ、ワーゲニンゲン大学及びプロブディフ

市のエネルギー庁による「ブルガリアのバイオ

マスの定量的評価とその持続可能な利用のた

めの代替案」と題された調査報告書で、ブルガ

リアはバイオ経済を後押しするための優れた可

能性があるが、その発展には大胆で野心的な

ビジョンが必要である、ということが明らかにな

った。プロブディフ市は、唯一国際標準化機構（Ｉ

ＳＯ）認証を取得した固体バイオ燃料、堆肥、バ

イオ燃料、生物廃棄物の研究所が配置されて

いる。 

分析によれば、ブルガリアの人工的に手が加

えられた土地は国土のわずか４％に過ぎず、森

林（４０％）、耕地（２９％）、草原（１８％）が占め

ている。ブルガリアには耕地と森林が比較的多

くあり、一人当たりの面積は欧州平均の２倍に

達する。 

ＷＷＦのステファノフ氏は、ブルガリアのバイ

オ廃棄物の量は平均 400kg と少なく、また、新

たな経済活動の原料となるバイオ廃棄物の利

用に関し、ブルガリアはＥＵに遅れをとっている

と述べた。同報告書によれば、ブルガリアの中

小企業のうち再生可能エネルギーを主に利用

しているのは４％に過ぎず、これはＥＵの中で

下から２番目に順位付けされている。エコロジカ

ルな製品やサービスを提供している中小企業

はたった１３％であり、３分の１強の中小企業し

か省エネ対策を実施していない。事業者の廃棄

物に関する新たな法律が制定され、２０２１年１

月から施行されるが、中小企業から発生する廃

棄物を削減するための公式なデータや計画は

ない。 

ブルガリアでのバイオ経済の導入を阻む主な

要因は、企業が設備をアップグレードするため

に必要な資金が限られていること及び国内外
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の資本投資水準が低いことである。最大の要因

は国の支援不足であり、ＷＷＦのステファノフ氏

は、政府はまだ循環型経済の発展のための戦

略の策定に至っていないと述べた。 

ブルガリアには、食品製造を含む農業におい

て膨大な量の残留物や未利用物があり、バイ

オベース経済の発展の可能性がある。森林資

源の利用がより重要視されている一方で、ブル

ガリアの森林は、違法伐採と気候変動によって

かなりの圧力にさらされている。ＷＷＦによれば、

ブルガリアは、木材の伐採を最小限にし、利用

可能な資源をより効率的に利用し、林業におけ

る経済活動からのバイオ廃棄物や廃棄物に焦

点を当てる努力をするべきである。 

 

◆新規原子力発電所の開発決定 

１４日、閣僚評議会は、コズロデュイ原子力発

電所の新型原子炉の開発に関連する決定を採

決した。 

ボリソフ首相は、「我々は、コズロデュイ第２原

発の敷地内に新たな原発を建設する機会を求

める手続きを開始した。我が国の利用可能な能

力を継続して運用し、新たな原子力能力の実現

は、我が国のエネルギー安全保障を守るため

に戦略的に重要である。我々は、ＥＵの２０５０

年の気候中立目標と欧州グリーンディールの優

先事項に関し、温室効果ガス排出量を削減し、

エネルギー輸入への依存度を低減する」と述べ

た 

ペトコヴァ・エネルギー大臣は、閣僚評議会後

の記者会見において、「政府は、エネルギー相

及び（エネルギー相を通じ）ブルガリア・エネル

ギー・ホールディング（ＢＥＨ）に、小型モジュー

ル式原子炉を含む原子力技術を研究するため

米国企業との交渉を開始する任務を与えた。こ

れは、コズロデュイ原子力発電所の敷地内に新

たに７号基を建設することに関連し、このステッ

プは、脱炭素化経済と２０５０年の温室効果ガス

ゼロというＥＵの目標に関連している。欧州委員

会の究極の立場は、温室効果ガスゼロ経済の

目標は、原子力発電と再生可能エネルギーに

よって達成できるということである」。と述べた。 

また、同大臣は、「４年間保留となっている裁

判手続きの対象となっていた環境影響評価(ＥＩ

Ａ)について、この発電所のＥＩＡでは、いくつか

のシナリオを検討しており、どのような新技術が

開発されているかを調査する。小型モジュール

式原子炉については、まだ調査を終えておらず、

米国の規制に基づき評価を受けている。政府

はコズロデュイ原発に新たな原子力施設を建設

する可能性を探るため、ＢＥＨが原子力施設を

開発している米国企業と交渉に入ることを許可

した。これは政府が国のエネルギー安全保障を

確保しながら、エネルギー資源を多様化する政

策を追求するために、どのような方向性を取る

べきかを検討するための調査に過ぎない」と述

べた。 

（ベレネ原発と７号基の両方が必要とされる理

由について問われ、）同大臣は、「ブルガリアに

は現在４，０００ＭＷの石炭火力発電容量があ

り、そのために国は最後まで戦うであろう。コズ

ロデュイ原発にも２，０００ＭＷの容量がある。１

０～１２年後には、これらのベースとなる発電能

力を他のものに置き換えなければならない。

（ベレネ原発プロジェクトについて、）手続きは

国民議会の決定に沿って進行しており、政府は

それに従うだろう。我々はベレネ原発の新設を

諦めることはできない。その理由の一つが、石

炭火力発電所を段階的に廃止し、無害のもの

に置き換える必要があるからである。コズロデ

ュイ原発７号基目の建設費用については、まだ

試算はできていない。当面の間、建設のことは

話題にせず、プロジェクトがどのようなものにな

るのかを検討している。調査の結果と米国企業

との協議結果は２０２１年１月までに報告するこ

ととなっており、詳細を報告できることを期待し

ている」と述べた。 

また、同大臣は、米国に関し、「ブルガリアの

主な目標は多角化であるため、米国に目を向

け、米国が取り組む最新の技術は何かを探っ
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ている。米国とは常にオープンな対話を行って

きた。天然ガスと核燃料の多様化の方向では、

過去６年間で非常に良い結果が出ている」と付

言した。 

 

（２）通信 

◆米国との５Ｇセキュリティに関する共同宣言 

２３日、米国政府がブルガリア政府との５Ｇセ

キュリティに関する共同宣言を発表した。 

同宣言は、「安全な第５世代無線通信ネットワ

ーク（５Ｇ）が将来の繁栄と国家安全保障の両

方に不可欠であることを考慮し、米国とブルガリ

アは、５Ｇに関する協力を強化する。５Ｇは、国

民にとり重要なサービスの提供を含む膨大な数

の新しいアプリケーションを可能にし、国民と経

済に利益をもたらす。５Ｇネットワーク上のデー

タ量の増加は、米国やブルガリアを含む世界の

経済をさらに相互接続し、国境を越えたサービ

スや商業を促進する。通信ネットワークを混乱

や操作から保護し、米国とブルガリアの市民の

プライバシーと個人の自由を確保することは、５

Ｇによって可能になる莫大な経済機会を国民が

利用できるようにするために不可欠である」と指

摘しつつ、ブルガリア及び米国が、安全で、回

復力があり、信頼できる５Ｇエコシステムを確保

するための重要なステップとして、５Ｇネットワ

ーク及び電子通信に依存する全てのサービス

のサイバーセキュリティを促進することに特に

注意を払う必要があること示している。 

米国とブルガリアは、信頼できるネットワーク

ハードウェアおよびソフトウェアサプライヤーの

５Ｇ市場への参加を奨励し、リスクプロファイル

の評価を考慮に入れ、不正アクセスや干渉から

５Ｇネットワークを効果的に保護するフレームワ

ークを推進することの重要性を強調し、また、ノ

ベーションを可能にし、効率性を促進する製品

とサービスを５Ｇのサプライヤーが提供すべき

であることを認識しつつ、全ての国が、ネットワ

ークセキュリティ及び５Ｇコンポーネント並びに

ソフトウェア・プロバイダーの評価に対して慎重

且つバランスのとれたアプローチを行う責任を

共有していることに留意している。 

また、米国とブルガリアは、活気に満ちた強固

な５Ｇエコシステムを促進するために、サプライ

ヤーとサプライチェーンの厳格な評価には、法

の支配、セキュリティ環境、倫理的なサプライヤ

ーの実践、およびサプライヤーのセキュリティ

基準とベストプラクティスへのコンプライアンス

を考慮に入れるべきであると考えている。 

さらに、米国とブルガリアは、物理的、仮想的

を問わず、重要な通信インフラへの外国からの

直接投資には、専用の審査メカニズムを通じた

客観的な評価を適用すべきであると考えており、

また、５Ｇセキュリティの重要性に対する認識を

高める必要性を認識しており、北大西洋条約機

構及び欧州連合内で５Ｇセキュリティを推進す

る意向である。 

 

３．その他 

◆２０２１年度国家予算案 

２８日、閣僚評議会は、２０２１年度国家予算案

及び２０２１～２３年の中期予算見通しを承認し

た。なお、２７日にオンラインで行われた連立与

党幹部会で、２０２１年の国家予算案、２０２１～

２３年の中期予算見通し、社会保障予算案、国

民健康保険基金予算案について協議したもの

の、法案はいずれも全会一致の支持を得られ

なかった。 

教育政策分野では、２０２１～２３年の間、教職

員の社会的地位向上等を目的とした施策の実

施が継続されることにより、２０２１年国家予算

では、教育政策に６億４７７０万レヴァが追加拠

出される（①教育関係者の給与増額：４億１７８

０万レヴァ、②就学前教育：７４００万レヴァ、③

学校建設と近代化：９０００万レヴァ、④高等学

校における改革継続：６５９０万レヴァ）。 

医療政策分野では、５億８１１０万レヴァが追

加拠出される。質の高い効果的な医療に向け、

新型コロナウイルス感染症の蔓延が続く中で、

患者に必要な医療を保証するために、医療シス
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テムの適切な準備を提供することに主眼が置

かれている（①医療活動：３億７５５０万レヴァ、

②新型コロナウイルス感染症へのワクチン提

供：７５００万レヴァ、③新型コロナの第一線従

事者への報酬：６５７０万レヴァ）。 

社会政策分野では、１３億５０４０万レヴァが追

加拠出される。主に雇用維持、労働者の雇用可

能性の向上、失業の削減、最も脆弱なグループ

に焦点を当てた社会保護制度の持続可能性の

維持に関連した新型コロナウイルス感染症拡大

の社会・経済的影響の克服に向けられる（①６

０／４０スキームを含む労働市場に関する政

策：６億７３０万レヴァ、②子育て支援：４億６３０

０万レヴァ、③障害者支援：２億２３１０万レヴ

ァ）。 

所得政策分野では、最低賃金引き上げ（６１０

レヴァから６５０レヴァ、２０２３年まで同水準維

持）、新型コロナウイルス感染症対策への従事

者の給与増額のために３０％の支出増となる。 

年金政策分野では、年金制度の持続可能性を

確保するための解決策に焦点を当てている。追

加として、最低月額年金の増額に４億７４００万

レヴァ、最大月額年金の増額に９４００万レヴァ、

年金試算及び近代化に８億８４２０万レヴァ、全

退職者への補助金として３億１８００万レヴァが

拠出される。 

防衛政策分野では、国防能力および集団防衛

に関連する能力の維持および開発のための資

金として、軍の近代化のために国会で承認され

た投資プロジェクトの実施のための資金が拠出

される。ＧＤＰの１．６９％を占める２０億９９００

万レヴァを拠出する。 

２０２１～２０２３年の歳入は、対ＧＤＰ比では３

８．３％から３７．６％へと減少傾向にあるが、名

目ベースではこれらの指標値は増加し、２０２１

年の４７６億４５２０万レヴァから２０２３年には５

２４億２３８０万レヴァに達すると予想されている。

同時期歳出は、ＧＤＰの４２．２％から３９．６％

に減少し、財政収支目標の達成のための健全

化に大きく貢献することになる。名目ベース歳

出は、２０２１年の５２５億３２２０万レヴァから２

０２３年には５４９億６３８０万レヴァに増加する。 

一般財政赤字は、２０２０年の予算のマイナス

残高は２０２３年までに徐々に減少すると予想さ

れる。２０２０年の財政赤字はＧＤＰの５．２％、

２０２１年にはＧＤＰの５％、２０２２年には１．

９％、２０２３年には２．３％の赤字が見込まれる。

国内での新型コロナウイルス感染症対策及び

危機の影響を考慮すると、来年の一般財政赤

字はＧＤＰの２．５％と予想される。 

財務省は、期末時点で政府債務が３８９億レ

ヴァに達し、政府債務の対ＧＤＰ比は、２０２１年

末には２５．６％だったものが、２０２３年末には

２８．２％にまで上昇すると予想する。しかし、こ

れはマーストリヒト基準の定められている６０％

の上限を大きく下回っており、政府債務の水準

を持続可能な範囲内で維持し、債務負担の低さ

という点でＥＵ加盟２７カ国の中でブルガリアが

主導的な立場にあることを保証するものと思わ

れる。 

中期的な税制政策については、歳入徴収の改

善、シャドーエコノミーへの取り組み、企業や国

民の行政負担の軽減などの主要な優先課題が

維持される。また、法人税や個人所得税の低税

率も維持される。 
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ブルガリア内政・外交の動き(１０月) 

  在ブルガリア大使館 

  

1（木） ＬＩＢＥ委員会によるブルガリアの法の支配に関する決議案の承認 

2（金） ☆ボリソフ首相のベルギー訪問：トゥスク欧州人民党（ＥＰＰ）党首との会談

3（土）  

4（日）  

5（月） ☆カラカチャノフ国防相の米訪問：エスパー国防長官との会談 

6（火）  

7（水）  

8（木） 欧州議会でのブルガリアの法の支配に関する決議案が可決 

9（金） ★オスマニ北マケドニア外相のブルガリア訪問：ボリソフ首相他との会談 

10（土）  

11（日）  

12（月） ☆ザハリエヴァ外相のＥＵ外相理事会の参加 

13（火） ボリソフ首相のキク・モルドバ首相との電話会談 

14（水） ☆ラデフ大統領のギリシャ訪問：サケラロプル大統領とミツォタキス首相との会談 

15（木）  

16（金）  

17（土）  

18（日）  

19（月）  

20（火）  

21（水）  

22（木）  

23（金）  

24（土）  

25（日）  

26（月）  

27（火）  

28（水） ラデフ大統領のボイス国務次官補（欧州・ユーラシア担当）との電話会談 

29（木） ザハリエヴァ外相のＯＥＣＤ閣僚理事会（ビデオ会議）の参加 

30（金） ボリソフ首相の非公式欧州理事会（ビデオ会議）の参加 

31（土）  

 

★来訪 ☆往訪 
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局、中央銀行、財務省（日本）貿易統計） 
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行） 

 

 

 

 


